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　国際エメックスセンターは、沿岸域の生物多様性及び生物生産性の向上を図り、保全と利活用の好循

環を目指した里海づくりを推進し、地域社会の発展に寄与することを目的として、環境省水・大気環境

局と「里海づくりの推進に関する協定書」を令和６年５月 27 日（月）に締結しました。

　今後、当センターと環境省水・大気環境局は、お互いが有する知見や活動を補完・融合させることによっ

て、里海づくりの推進に向けて連携及び協力を行っていきます。

「里海づくりの推進に関する協定書」締結式
日　時：令和 6 年 5 月 27 日（月）14 時 30 分～ 15 時 15 分
会　場：兵庫県公館　第２会議室（神戸市中央区下山手通 4-4-1）
環境省報道発表資料：https://www.env.go.jp/press/press_03247.html
協定書：https://www.env.go.jp/content/000226192.pdf

　また、当センターは、環境省事業「藻場・干潟等の保全・再生等と地域資源の利活用による好循環モ
デルの構築等業務」の一環として実施される令和６年度「令和の里海づくり」モデル事業の事務局を受
託しました。
　当センターが実施する事業や培ってきたネットワークとの連携を進め、里海づくりの推進に努めてい
きます。

（連携協定締結式の様子） （協定締結記念撮影）
（左から）※敬称略
木村 正伸　　 環境省 水・大気環境局 海洋環境課 海域環境管理

室長（当時）
滝沢 　求  　 環境副大臣（当時）
服部 洋平　　兵庫県副知事
小松 輝久　　国際エメックスセンター副理事長

国際エメックスセンターと環境省水・大気環境局による
「里海づくりの推進に関する協定書」締結
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　国際エメックスセンターは調査・研究事業の強化を図る
ための取り組みの一環として、令和２年度より若手研究者
活動�支援制度を設置し、閉鎖性海域の環境保全に資する
研究に取り組む優れた若手研究者の支援をしています。

　５年目となる今年度は、10 件の申請があり、令和６年
６月 20 日（木）にエメックス研究員会議において厳正な
選考が行われ、助成対象研究者として、昨年からの継続５
名を含む７名が決定しました。

研究者名 所　　　　　属 研　究　課　題　名

岡　村　知　海 水産研究・教育機構�水産技術研究所�環境・応用
部門　沿岸生態システム部�漁場生産力グループ

餌料環境の変化が二枚貝浮遊幼生に及ぼす影響の解
明と浮遊幼生の着底評価指標の開発

板　倉　　　光 東京大学　大気海洋研究所 有明海における遡河回遊魚エツの産卵・回遊生態の
解明と保全に関する総合的研究（その３）

伊佐田　智　規 北海道大学�北方生物圏フィールド科学センター
厚岸臨海実験所

アマモ場におけるブルーカーボン貯留経路としての透明細
胞外重合物質粒子および粒状有機炭素の変動要因の解明

中　村　隆　志 東京工業大学�環境・社会理工学院 陸域―海域―生態系統合モデルを用いた宮城県志津
川湾デジタルツインの開発（その２）

小　林　英　貴 富山大学�学術研究部理学系 炭素収支の解明を主とした沿岸域の炭素・栄養塩の
動態把握�：富山湾をモデルケースとして（その 2）

中　國　正　寿 香川大学�瀬戸内圏研究センター　 タイ湾奥部におけるミドリヤコウチュウの生態と赤
潮発生に伴う環境変化の解明

尾　崎　竜　也
熊本県立大学大学院
環境共生学研究科環境共生学専攻
博士後期課程　

潮汐と海底湧水を反映した干潟の基礎生産過程
：機械学習と連続観測によるアプローチ

令和６年度助成対象研究者のご紹介 若手研究者活動支援制度の助成対象となった
７名の方々をご紹介します。

餌料環境の変化が二枚貝浮遊幼生に及ぼす影響の解明と
浮遊幼生の着底評価指標の開発

国立研究開発法人水産研究・教育機構	
水産技術研究所	環境・応用部門
沿岸生態システム部	漁場生産力グループ

研究員　岡　村　知　海

　瀬戸内海ではアサリをはじめとする二枚貝類の生産量が
減少しています。その要因として様々な因子が考えられて
いますが、餌料環境の変化がその一つとして指摘されてい
ます。これまでの当所の研究で、10�μ m 以下の珪藻類�( 微
小珪藻類 )�がマガキ浮遊幼生の餌として重要であり、その
発生量が着底の成否を左右し、資源量に影響を与えること
が考えられました。昨年度の現場観測の結果から、これ
までの研究から餌として好適と考えられる微小珪藻類の
Cyclotella�sp.A および Skeletonema menzelii が優占する期
間に発生し、主にこれらを摂餌したと推察されるマガキ幼
生の生理活性や着底が良好になる傾向が確認されました。
一方、餌として不適と考えられる微小珪藻類の
Chaetoceros tenuissimus が優占する期間に発生
した幼生の生理活性や着底は不良になる傾向が
見られました。本研究では、上記 3 種の微小珪
藻類をそれぞれマガキ浮遊幼生に給餌し、餌の
違いが浮遊幼生の生理活性、成長および生残に

与える影響を室内試験で調べます。また、昨年度の現場観
測で、生理活性の高いマガキ浮遊幼生は着底成功率が高い
傾向が確認されました。このことから、発生する二枚貝浮遊
幼生の生理活性を調べることで、その海域が二枚貝生産に
好適か評価できる可能性が考えられました。そこで本年度も、
マガキ浮遊幼生の生理活性と着底の成否に関するデータを
蓄積し、二枚貝浮遊幼生の生理活性が海域評価指標として
有効であるか検証します。
　本研究の成果は、二枚貝資源を持続的に利用するための
環境条件の提示や海域評価手法の開発に繋がるものである
と考えています。

令和６年度 若手研究者活動支援制度 助成対象研究者決定
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有明海における遡河回遊魚エツの産卵・回遊生態の解明と
　　　　　　　　　　　保全に関する総合的研究（その3）

　　　　　　　　　　　　 東京大学 大気海洋研究所

助教　板　倉　　　光

　私は、2014 年に東京大学で博士号を取得後、神戸大学
や米国メリーランド大学での勤務を経て、2021 年 12 月よ
り東京大学大気海洋研究所に所属しております。環境変動
に対する水産資源の応答機構の理解を研究テーマとし、特
に魚類の多様な回遊型や生活史特性が環境変動下において
どのように個体群維持に寄与するのかに興味を持って日々
の研究を進めています。
　本研究課題では、有明海に生
息する大陸沿岸性依存種である
エツをモデルとし、その産卵・
回遊生態の理解を通して、アジ
アの閉鎖性海域の環境や本種資
源の保全に貢献することを最終
目標とした研究を行います。ア
ジアに広く分布するエツ属魚類

は、川と閉鎖性海域間の接続性や高濁度域の健全性を示す
良い指標種になり得ると考えています。私は、耳石や環境
DNA 分析を用いて、エツの産卵河川、仔稚魚期の成育場
ならびに回遊パターン、成長に伴う海での空間分布と生息
環境、産卵河川間の接続性の程度を推定し、エツが指標す
る環境特性を生活史に沿って明らかにしていきます。

　私の調査域である北海道東部の厚岸湖は、亜寒帯閉鎖性
海域の汽水湖で、ほぼ全域にアマモが繁茂しています。陸
域後背地にはラムサール条約登録湿地かつ国定公園で国内
２位の湿地面積を誇る別寒辺牛湿原が広がり、厚岸湾には
沿岸親潮が流入するなど、豊かな生態系が広がっています。
カキやアサリの養殖も盛んです。
　沿岸浅海域におけるアマモ場などの光合成により海中に
吸収・貯蔵される炭素「ブルーカーボン」は、気候変動を
緩和する機能として重要な役割を果たしています。本研
究では、このアマモ場で透明細
胞外重合物質粒子（TEPs）と呼
ばれるネバネバ物質が、どんな
時にどれくらい生成されるのか
の解明を目指します。TEPs は粘
性が高く、水中の粒状有機物を
凝集させる接着剤として機能し
ます。マリンスノーとなり沈み、
海の中に炭素を閉じこめる役割
を果たしています。しかし、ア

マモ場の TEPs 動態はほとんど明らかにされていません。
１年目の調査結果からは、厚岸湖・厚岸湾のアマモ場にお
ける TEP 濃度は夏季に最も高くなることがわかりました。
２年目では、袋がけ実験を行いアマモから DOC や TEP
の生成が認められました。３年目では、さらに沈降過程に
ついて調査していきます。TEPs による有機炭素の貯蔵経
路が存在するのかを調査し、アマモ場の炭素循環過程の正
確な理解を通して、ブルーカーボン生態系の保全へ貢献す
ることを目指します。

アマモ場におけるブルーカーボン貯留経路としての
透明細胞外重合物質粒子および粒状有機炭素の変動要因の解明

北海道大学 北方生物圏フィールド科学センター 厚岸臨海実験所

准教授　伊佐田　智　規



4

陸域―海域―生態系統合モデルを用いた
　　　　　　宮城県志津川湾デジタルツインの開発（その2）

東京工業大学 環境・社会理工学院　　

准教授　中　村　隆　志 

　この度は、昨年度に引き続き EMECS 令和６年度若手研
究者活動支援制度助成金に採択を頂き、誠にありがとうご
ざいます。本研究の対象海域である志津川湾のような半閉
鎖性内湾は、陸域からの影響や外洋水の差し込みなど、様々
な影響を受け、複雑な流動環境・水質環境となっているこ
とが知られています。さらには、近年の地球温暖化や海洋
酸性化は、特に夏場の湾内水塊の成層化を深刻化させ、底
層での貧酸素化および酸性化を深刻化させる恐れがありま
す。そして、その酸性化の進行は、カキなどの水産資源に
深刻な影響を及ぼす可能性が示唆されています。そこで本
研究では、志津川湾を対象に、陸域―海域―生態系統合モ
デルを用いた志津川湾デジタ
ルツインの開発を行うことで、
数値シミュレーションによっ
て水産資源の動態も含めた湾
内環境や生態系を完全再現し、
現在および気候変動下の将来
において持続可能な最適な水
産資源の利用や養殖の在り方
を探索することを目指してい

ます。
　志津川湾で興味深いことの一つとして、震災後に、漁港
の方々の英断でカキの養殖筏の数を減らすことで、カキの水
揚げ量を上げることに成功した事例が挙げられます。これは、
過密養殖による負の影響を適切かつ定量的に評価し、最適
な養殖密度に保つことが如何に重要性であるか示していま
す。過密養殖の影響としては、カキの餌資源の奪い合いや、
カキ筏による形状抵抗の増加による海水交換の弱体化が考
えられます。今年度は特にこれらの生物学的プロセスと物理
学的プロセスの両面をモデル化し、過密養殖の影響を精度
良く評価できるようにしていきたいと思っています。

炭素収支の解明を主とした沿岸域の炭素・栄養塩の動態把握
：富山湾をモデルケースとして（その２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　富山大学 学術研究部 理学系

特命助教　小　林　英　貴

　海洋における二酸化炭素吸収の観点から、大気と海洋の
間での二酸化炭素のガス交換を通じて、沿岸域は二酸化炭
素の吸収源として期待されています。本課題では、モデル
を用いた数値実験と観測データの双方から、富山湾におけ
る炭素を中心とした海洋物質循環の形成・変動メカニズム
を明らかにすることを目指しています。
　具体的には、海洋物質循環モデルを新たに構築し、富山
湾の生態系に関わる栄養塩や炭素などの溶存物質の収支を
定量化します。富山湾は、河川水や地下水の流入、海底か
らの地下水湧出により、栄養塩が豊富に供給されています。
湾内のプランクトンの繁茂の最大 20% は、陸域からの栄
養塩供給によって支えられて
いる可能性があります。これ
らの流入量を観測データで制
約し、モデルに組み込むこと
で、陸域からの栄養塩が富山
湾沿岸域の生態系に与える影
響を評価します。
　昨年度は、海域のモデルの

構築を進め、海洋の物理・生物地球化学場の分布を計算す
るとともに、神通川からの淡水流入やモデルの解像度によ
る結果の違いを確認しました。また、既存の観測データを
収集・整理し、生物地球化学場の月ごとの変化をモデルと
比較しました。
　今年度は、能登半島地震による影響を把握するため、
陸上地下水と海底地下水湧出の調査や富山湾の観測を行
い、過去の観測データと比較します。これにより、地震
が沿岸生態系に与える影響をモデルで評価することを目
指します。
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タイ湾奥部におけるミドリヤコウチュウの生態と
　　　　　　　　　　　　　赤潮発生に伴う環境変化の解明
　　　　	 　　　　　　　　　　 香川大学 瀬戸内圏研究センター

特命助教　中　國　正　寿

　香川大学特命助教の中國正寿と申します。この度は、エ
メックス若手研究支援に採択いただき、誠にありがとう
ございます。私の研究テーマは「タイ湾奥部におけるミ
ドリヤコウチュウの生態と赤潮発生に伴う環境変化の解
明」です。本研究では、渦鞭毛藻の一種であるヤコウチュ
ウ（Noctiluca scintillans）に着目しています。タイ湾にお
けるミドリヤコウチュウの発生は、2 月から 4 月にかけて
奥部の沿岸海域に集中し、5 月から 9 月には、その領域が
タイ湾奥部の中央域にまで広がります。これらの海域は貧
酸素水塊が形成される海域と一致しているた
め、ミドリヤコウチュウ赤潮がタイ湾奥部の
貧酸素水塊形成の要因である可能性が示唆さ
れています。しかしながら、この仮説を裏付
ける科学的証拠はまだ得られていません。そ
の理由の一つとして、自然環境におけるミド
リヤコウチュウの発生過程における生態学的
特徴と組成が十分に解明されていないことが
挙げられます。そこで本研究では、自然環境

下におけるミドリヤコウチュウの基礎組成の特徴を調査
し、赤潮の発生前から発生後に至るまでの高密度観測を実
施します。これにより、ミドリヤコウチュウの赤潮発生機
構を理解するための基礎となる現場観測データをモデルへ
提供するとともに、そのデータセットからミドリヤコウ
チュウの赤潮発生過程の解明を試みます。この研究を通じ
て、ミドリヤコウチュウ赤潮の発生メカニズムとその環境
影響をより深く理解し、将来的には効果的な対策の開発に
貢献することを目指しています。

潮汐と海底湧水を反映した干潟の基礎生産過程
：機械学習と連続観測によるアプローチ

熊本県立大学大学院 環境共生学研究科 環境共生学専攻 博士後期課程

尾　崎　竜　也

　この度は、EMECS 令和６年度若手研究者活動支援制度
助成金にご採用を頂き大変ありがとうございます。私は、
熊本県立大学大学院の環境共生学研究科の博士後期課程に
所属し、日本最大の干潟面積を誇る緑川河口干潟を対象に、
干潟の基礎生産者の定量に取り組んでいます。干潟は生物
生産が高い生態系サービスのホットスポットですが、開発
により全世界の干潟は 1984 年から現在までに約 16% が消
失しています。消失しつつある干潟の保全には、干潟の生
態系機能の根幹となる基礎生産者を正確に定量する必要が
あります。しかし、従来の基
礎生産量の見積もりは、主要
な制限要因である潮汐が基礎
生産者に与える影響を無視し
ており、干潟の基礎生産量を
１年以上の長期間定量した事
例はありません。そこで本研

究では、私が構築した太陽と同程度の光量の人工光源を使
用する室内実験法と水質の連続観測を組み合わせた高解像
度モニタリング手法で、干潟の基礎生産量を長期間定量し
ます。そして、干出時間を左右する潮汐が干潟の基礎生産
量に与える影響を評価します。また、近年栄養塩類の主要
な供給源として注目されている海底湧水が干出時の干潟の
基礎生産者に与える影響も明らかにします。これらの研究
結果を統合することで、潮汐と海底湧水を反映した干潟の
基礎生産量の推定モデル構築を目指します。
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１　ブルーカーボンとは
　海洋生物によって大気中の二酸化炭素（CO ２）が取り込まれ、海洋生態系内に長期間貯
留される炭素のことを、2009 年に国連環境計画（UNEP）は「ブルーカーボン」と名付け
ました１）。
　海底には年間 1.9 ～ 2.4 億トンの炭素が新たに埋没し貯留されると推定され、浅海域はそ
のうちの約 73 ～ 79％（1.4 ～ 1.9 億トン）を占めるとの報告があります（図 - １）１）。つま
り、温室効果ガスのうちもっとも主要な CO ２を、大気から捕捉し大気外で炭素として貯留
させる仕組みが、海洋生態系の中でも、とりわけ浅海域において有効に機能しています。

２　なぜブルーカーボンは有効なのか
　陸域や海洋は、地球に存在する炭素の主要な貯蔵庫となっていますが、海洋が
炭素貯蔵庫として特に重要なのは、保存性が極めて高い点にあります。例えば陸
域の森林では、成長が頭打ちになるまで（日本では 40 ～ 50 年間程度）炭素を貯
蔵する能力がありますが、ブルーカーボンは森林をはるかに凌ぐ、数百年から数
千年に及ぶ炭素貯蔵能力を持っています。　
　それでは、ブルーカーボンが数百年から数千年に及ぶ貯留能力を持つのはなぜ
でしょうか。ポイントは、陸域とは違って、海洋では、速やかには分解されない
有機物が、大きくわけて海洋の３つの場所に貯留される点です（図 - ２）。
　例えば、海藻や海草も陸域の植物と同様、枯れると大部分の有機物は速やかに
分解されてしまうのですが、その一部は、海底の砂や泥に埋まっていきます。砂泥底は実は無酸素状態に近いため、一度埋
まった海洋植物由来の有機物が分解されるまでに、数千年の時間がかかることが知られています。つまり、砂泥の海底が１
つ目の主要な貯留場所です。
　次に、藻場から流出した藻や有機物の一部は沖合に流れ、さらにその一部は沈降して深海まで運ばれていきます。深海に
到達すると、その後たとえ分解されて CO ２になったとしても、その CO ２が再び海表面に達するまでには数千年を要します。
つまり、深海が２つ目の主要な貯留場所となります。
　３つ目の貯留場所は、意外と思われるかもしれませんが、海水中です。海草や海藻の成長過程で藻体表面から分泌する物
質（溶存有機炭素）の一部には、何千年と分解されない成分が含まれています。この難分解性物質の正体が何で、どのよう
に生産されたり分解されたりしているかは、実はいまだ科学的にあまり解明されていないのですが、そのような物質が海水
中に貯蔵されている事実は明らかとなっています。

３　ブルーカーボンの現状
　浅海生態系による CO ２吸収量の全国推計例では、2010 年頃のデータにもとづ
くもので 132 万トン CO ２/ 年、藻場（海草藻場＋海藻藻場）に限定すると 100 万
トン CO ２/ 年と見積もられています（図 - ３）２）。その内訳をみると、コンブ類
やホンダワラ類といった岩礁性の海藻藻場の寄与がもっとも大きく、次いでアマ
モ場などの砂泥性の海草藻場となっています（図 - ４）。
　我が国の現在のもっとも大きな吸収源は森林ですが、高樹齢化に伴い 2030 年ま
でには大幅な減少が予想されています。その一方、四方を海に囲まれ世界第６位
の海岸線延長を持つ我が国にとって、海洋を活用して CO ２吸収量をさらに増やす
チャンスがまだ残されていることも、近年ブルーカーボンに注目が集まっている
理由かもしれません。このような状況を受けて、令和元年度から国交省が事務局、
農水省、環境省がオブザーバーとなった検討会が設置されています。
　2020 年度から関係省庁による検討がなされた結果、2021 年度の我が国の温室効
果ガス排出・吸収量（GHG インベントリ）の算定において、初めてマングローブ
による吸収量が、そして、2022 年度の算定においては藻場による吸収量が計上さ
れるようになりました。浅海域による吸収量を国連に報告している国はまだ数少

ブルーカーボンに関する最新の動向
科学と政策の動向

国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所 沿岸環境研究領域長
ジャパンブルーエコノミー技術研究組合（JBE）理事長 

桑　江　朝比呂

（図１）

（図２）

（図３）

（図４）
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ないなか、海藻藻場については日本が世界で初めての報告となりました。
　ただし、注目すべきは、藻場の吸収量が、図 - ３で示した頃の約 100 万トンから、2022 年度の算定においては約 35 万ト
ンと１/ ３程度に減少していることです。両者の算定方法が異なる部分もあることから単純比較はできないものの、近年の
磯焼け等によって、藻場の分布面積や植生量が近年減少していることが原因となっていることは間違いのない事実です。し
たがって、我が国におけるブルーカーボンを活用した吸収源の維持拡大においては、既存の天然藻場の回復とともに、海藻
養殖による新たな吸収源の創出も重要となります。
　なお、以上のインベントリ計上、あるいはカーボンクレジットの算定において重要なのは「人為介入による追加的な吸
収」のみが対象となることです。人為介入による追加的な吸収を示すためには、自然な吸収と区別する必要があるため、吸
収活動の実施前後の比較と、活動をした場所と活動をしていない場所との比較（BACI アプローチ、Before-After Control-
Impact）がより確実に実行される制度設計や技術開発が必要です。

参考文献
１）Kuwae, T. and Crooks, S.（2021）Linking climate change mitigation and adaptation through coastal green-gray

infrastructure: a perspective, Coastal Engineering Journal, 63, 188-199.
２）��桑江朝比呂ほか（2019）浅海生態系における年間二酸化炭素吸収量の全国推計 . 土木学会論文集 B ２（海岸工学）, 75,

10-20.
キャプション
図 - １　地球全体炭素循環の模式図。浅海域の海底への炭素貯留速度は、陸棚や外洋域よりもずっと速い。１）を改変
図 - ２ 大気中の CO ２と生態系内に蓄積されている炭素との関係。海中と海底の太枠内は炭素プール（炭素蓄積場所）を

示している。IPCC ガイドライン等では「炭素プール内で増減した炭素量」＝「大気との CO ２交換量」と見なさ
れている。文献２）を改変

図 - ３　浅海生態系（マングローブ、海草藻場、海藻藻場、干潟）における CO ２吸収量の全国推計値と我が国の他の吸収
源の値（温暖化対策計画参照）との比較。 2030 年の試算は、浅海生態系の保全・再生が進捗した場合の面積増加
を仮定している。文献２）を改変

図 - ４　浅海生態系における CO ２吸収量の全国推計値（図 - ３の現在値）の内訳

エメックス科学・政策委員任期満了に伴う異動のお知らせ

　国際エメックスセンターの事業実施にかかる科学的・政策的な助言を行う科学・政策委員が任期満了（令和３年４月１日
～令和６年３月 31 日）になったことに伴い、下記の通り新たに９名の方が委員に任命され、６名の方が退任されましたので、
お知らせいたします。
　なお、再任を含めた全委員のリストはエメックスウェブサイトをご覧ください。
　＜新任期：令和６年 4月 1日～令和９年 3月 31日＞� （敬称略、五十音・アルファベット順）

新
　
　
　
　
任

多　田　邦　尚 香川大学農学部　教授
中　村　由　行 一般社団法人水底質浄化技術協会 参与
脇　田　和　美 東海大学 海洋学部 海洋理工学科　教授
Jose Paulo Soares de Azevedo リオデジャネイロ連邦大学　准教授　＜ブラジル＞
Angel Borja AZTI 技術研究所　主任研究員　＜スペイン＞

Michael Chiarappa リサーチプロフェッサー、ワシントン・カレッジ環境社会センター　
自然・文化資源ディレクター　＜米国＞

Yimnang Golbuu ミクロネシア自然保護協会　珊瑚修復ディレクター　＜パラオ＞

Godhantaraman Nallamuthu インド国立海事大学　アカデミックコンサルタント
マドラス大学人材開発センター前所長　＜インド＞

Patrick Prouzet 仏日海洋学会　会長　＜フランス＞

退
　
　
任

古　川　恵　太 特定非営利活動法人 海辺つくり研究会　理事長
細　川　恭　史 一般財団法人 海域環境研究機構　理事長
松　田　　　治 広島大学　名誉教授
Jean-Paul Ducrotoy ハル大学（英国）名誉教授　＜フランス＞
Jane Nishida 環境保護庁（USEPA）国際・部族問題局首席局長補代理　＜米国＞
John Seidel ワシントン・カレッジ環境社会センター所長　＜米国＞
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　国際エメックスセンターでは、次世代の海洋環境保全を
担う人材育成を推進するため、高校生が行っている沿岸域
や流域の環境保全に資する研究活動について専門家がアド
バイスする「高校生海洋環境保全研究発表会」を令和４年
度から実施しています。
　今年度は、令和６年 11 月３日（日・祝）に発表指導会（非
公開）を開催しました。宮城県、神奈川県、兵庫県、岡山県、
広島県、愛媛県、鹿児島県から参加した８校、24 人の高
校生が海洋ごみや未低利用魚の利用、プランクトン、干潟
の環境、プラスチックごみ、油流出等に着目した流域およ
び沿岸域の環境保全研究や活動等の発表を行い、５人の発
表指導委員から研究手法や活動内容の今後の進め方や、発
表方法、発表スライドをわかりやすく見せる工夫等につい
て指導や助言を受けました。
　令和７年１月 25 日（土）には、スペースアルファ三宮
にて会場及びオンライン配信により公開発表会を開催し、
参加高校生は指導会で受けた助言を踏まえ、ブラッシュ
アップされた成果を発表しました。
　発表終了後は発表指導委員による審査が行われ、最優秀
賞に神奈川県立横須賀高等学校・横山心大さんの「瀬戸内
海における養殖産業により生じたプラスチックゴミの漂流

及び漂着に関する検討」、優秀賞に宮城県南三陸高等学校
の「松原海岸における干潟環境の改善と生物相変化」およ
び鹿児島県立鹿児島水産高等学校の「おとひめの結プロ
ジェクト～南薩地域の藻場を再生するための研究について
～」が選ばれ、表彰されました。
　当センターホームページにて発表会の動画を公開してい
ますので、是非ご覧ください。

ご賛同いただけるみなさまのご協力、ご参加を心よりお待ちしています。また、みなさまのお近くの方にも是非、本会をご紹介ください。
　　《年会費》　　　　　　　　《特典》
　　団体会員　100,000 円	 	 ❶　当センターが主催または共催するシンポジウムセミナー等に優先的に参加することができます。
　　NGO団体　30,000 円	 	 ❷　当センターが有する最新の情報の提供を受けることができます。
　　個人会員　		10,000 円	 	 ❸　当センターが実施する調査研究プロジェクトの形成などに参加できます。

※入会を希望される方は、国際エメックスセンター事務局までお問い合わせください。
編集・発行及び連絡先　　公益財団法人 国際エメックスセンター

651-0073　神戸市中央区脇浜海岸通 1丁目 5番 2号　人と防災未来センター東館 5F
　　　　　　TEL：078-252-0234　FAX：078-252-0404
　　　　　　HP：https://www.emecs.or.jp　　E-mall：secret@emecs.or.jp

事務局からのお知らせ

令和６年度高校生海洋環境保全研究発表会　開催報告

　令和６年 11 月 16 日（土）～ 17 日（日）にかけて、（特
非）黒潮実感センター、（特非）里海づくり研究会議、（公
財）国際エメックスセンターの共催により、高知県幡多郡
大月町にて、第４回 里海カンファレンス 2024 in 大月「高
知のはしっこ柏島　海を耕しくらしを守る　～小さな島の
大きな挑戦～」を開催しました。
　４回目となる本カンファレンスでは、１日目（16 日）に「自
立・自走を目指す里海づくり」「里海教育・人材育成」、そし
て、昨今の大型台風、地震等の自然災害に対するリスクマネ
ジメントが不可欠なことから「里海と災害リスクマネジメン
ト」の３セッションを開催し、環境省水・大気環境局海洋環
境課や全国の里海づくりを行っている団体、海洋教育を実践
している機関や地元の大月小学校６年生、地元の行政機関
等による発表が行われました。
　地元の方、里海づくりに携わっている方、海洋環境に興味

のある方等、高知県内外から約 130 名の参加者があり、里海
づくりを実践する上での課題や、海洋環境保全を担う人材育
成の重要性、災害が起きた時の海に面した町への影響・リス
ク等について情報共有がされ、盛況のうちに終了しました。
　２日目（17 日）は柏島で黒潮実感センター主催により、
エクスカーションが行われました。天候にも恵まれ、参加
者は柏島の美しい海でクリアカヌーまたはシュノーケリン
グを体験することができました。

第４回 里海カンファレンス 2024 in 大月　開催報告

エメックスセンターHP




